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(57)【要約】
【課題】フッ素樹脂粒子を含んでも、ポリイミド系樹脂
粒子の溶融層又は軟化層の局所的な割れが抑制された円
筒状成形体を提供すること。
【解決手段】熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹
脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒
子の溶融層又は軟化層を有する（例えば最外層１１とし
て有する）円筒状成形体１０である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミ
ド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層を有する円筒状成形体。
【請求項２】
　前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフ
ッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液の塗膜に対して、加熱処理を施すことで得られ
た層である請求項１に記載の円筒状成形体。
【請求項３】
　前記円筒状成形体が、２層以上の積層体で構成され、
　前記ポリイミド系樹脂の溶融層又は軟化層を、最外層として有する請求項１又は２に記
載の円筒状成形体。
【請求項４】
　前記円筒状成形体が、２層以上の積層体で構成され、
　前記ポリイミド系樹脂の溶融層又は軟化層と接する層が、ポリイミド系樹脂を含んで構
成された層である請求項１～３のいずれか１項に記載の円筒状成形体。
【請求項５】
　前記フッ素樹脂粒子の体積平均粒径が、０．５μｍ以上７０μｍ以下である請求項１～
５のいずれか１項に記載の円筒状成形体。
【請求項６】
　前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、導電材料を含む請求項１に記載の円
筒状成形体。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の円筒状成形体と、該円筒状成形体を張力がかかっ
た状態で掛け渡す複数のロールと、を備え、画像形成装置に対して脱着される円筒状成形
体ユニット。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の円筒状成形体で構成された画像形成装置用部材。
【請求項９】
　請求項８に記載の画像形成装置用部材を備える画像形成装置。
【請求項１０】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液を、被塗
布物上に塗布して塗膜を形成した後、前記塗膜に対して加熱処理を施して、熱可塑性ポリ
イミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の
溶融層又は軟化層を形成する工程を有する円筒状成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、円筒状成形体及びその製造方法、円筒状成形体ユニット、画像形成装置用部
材、並びに画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　円筒状成形体としては、画像形成装置用部材を始め、様々な技術分野で開発がなされて
いる。
　例えば、フッ素化ポリイミド樹脂を使用した定着部材（加熱ベルト、加圧ベルト）が提
案されている（特許文献１参照）。
　また、ポリイミド樹脂にフッ素樹脂粒子を分散させ、さらにポリイミド表面にフッ素樹
脂を分散偏在させた定着部材も提案されている（特許文献２参照）。
【０００３】
　また、中間転写ベルト表面層にフッ素原子を導入する方法として、フッ素原子を含む界
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面活性剤をポリイミド樹脂などのバインダーと共に塗布する方法が提案されている（特許
文献３、４参照）。
　また、フッ素原子を含有するフッ素樹脂をベルト基材に塗布する方法が提案されている
（特許文献５参照）。
【０００４】
　また、表面層にフッ素樹脂を主体とした材料が用いられた定着ベルトも提案されている
（特許文献６～１０参照）。
　また、表面層にポリイミド樹脂とフッ素樹脂とを併用した定着ベルトも提案されている
（特許文献１１参照）。
　また、内周面にポリイミド樹脂とフッ素樹脂とを併用した層を設けた定着ベルトも提案
されている（特許文献１２参照）。
　また、表面層にポリイミド樹脂とフッ素樹脂とを併用した定着ロールも提案されている
（特許文献１３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第３０６９０４１号公報
【特許文献２】特許第３２６０６７９号公報
【特許文献３】特開平７－１５６２８７号公報
【特許文献４】特開２００４－２９７６９号公報
【特許文献５】特開２００４－１２５９０５号公報
【特許文献６】特開２００７－２９３０２８号公報
【特許文献７】特開２００４－１６０４３１号公報
【特許文献８】特開平１１－１５３０３号公報
【特許文献９】特開平１０－２８２８１８号公報
【特許文献１０】特開平７－１９９６９１号公報
【特許文献１１】特開２００６－２５９２４８号公報
【特許文献１２】特開２００５－２５７９８９号公報
【特許文献１３】特開２００７－２９３０２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、フッ素樹脂粒子を含んでも、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化
層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、
　請求項１に係る発明は、
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミ
ド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層を有する円筒状成形体。
【０００８】
　請求項２に係る発明は、
　前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフ
ッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液の塗膜に対して、加熱処理を施すことで得られ
た層である請求項１に記載の円筒状成形体。
【０００９】
　請求項３に係る発明は、
　前記円筒状成形体が、２層以上の積層体で構成され、
　前記ポリイミド系樹脂の溶融層又は軟化層を、最外層として有する請求項１又は２に記
載の円筒状成形体。
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【００１０】
　請求項４に係る発明は、
　前記円筒状成形体が、２層以上の積層体で構成され、
　前記ポリイミド系樹脂の溶融層又は軟化層と接する層が、ポリイミド系樹脂を含んで構
成された層である請求項１～３のいずれか１項に記載の円筒状成形体。
【００１１】
　請求項５に係る発明は、
　前記フッ素樹脂粒子の体積平均粒径が、０．５μｍ以上７０μｍ以下である請求項１～
５のいずれか１項に記載の円筒状成形体。
【００１２】
　請求項６に係る発明は、
　前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、導電材料を含む請求項１に記載の円
筒状成形体。
【００１３】
　請求項７に係る発明は、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の円筒状成形体と、該円筒状成形体を張力がかかっ
た状態で掛け渡す複数のロールと、を備え、画像形成装置に対して脱着される円筒状成形
体ユニット。
【００１４】
　請求項８に係る発明は、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の円筒状成形体で構成された画像形成装置用部材。
【００１５】
　請求項９に係る発明は、
　請求項８に記載の画像形成装置用部材を備える画像形成装置。
【００１６】
　請求項１０に係る発明は、
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液を、被塗
布物上に塗布して塗膜を形成した後、前記塗膜に対して加熱処理を施して、熱可塑性ポリ
イミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の
溶融層又は軟化層を形成する工程を有する円筒状成形体の製造方法。
【発明の効果】
【００１７】
　請求項１、及び２に係る発明よれば、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、熱
可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系
樹脂粒子の溶融層又は軟化層でない場合に比べ、フッ素樹脂粒子を含んでも、ポリイミド
系樹脂粒子の溶融層又は軟化層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体を提供できる。
　請求項３に係る発明によれば、最外層が、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂
粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層でない場合に
比べ、最外層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体を提供できる。
　請求項４に係る発明によれば、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層と接する層が
ポリイミド系樹脂を含んで構成されていない場合に比べ、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層
又は軟化層とそれと接する層との剥離が抑制される円筒状成形体が提供できる。
　請求項５に係る発明によれば、フッ素樹脂粒子の体積平均粒径が上記範囲でない場合に
比べ、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層の局所的な割れが抑制された円筒状成形
体を提供できる。
　請求項６に係る発明によれば、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層が、熱可塑性
ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒
子の溶融層又は軟化層でない場合に比べ、フッ素樹脂粒子と共に導電材料を含んでも、ポ
リイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体を提供
できる。
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【００１８】
　請求項７に係る発明によれば熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む
層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層を有する円筒状成形体を適
用しない場合に比べ、フッ素樹脂粒子を含んでも、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟
化層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体を備えた円筒状成形体ユニットを提供でき
る。
【００１９】
　請求項８に係る発明によれば、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含
む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層を有する円筒状成形体を
適用しない場合に比べ、円筒状成形体における、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化
層の局所的な割れに起因する画像欠陥が抑制された画像形成装置用部材を提供できる。
　請求項９に係る発明によれば、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含
む層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層を有する円筒状成形体を
適用しない場合に比べ、円筒状成形体における、ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化
層の局所的な割れに起因する画像欠陥が抑制された画像形成装置を提供できる。
【００２０】
　請求項１０に係る発明によれば、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが
溶媒中に分散された溶液を適用しない場合に比べ、フッ素樹脂粒子を含んでも、ポリイミ
ド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層の局所的な割れが抑制された円筒状成形体が得られる円
筒状成形体の製造方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本実施形態に係る円筒状成形体を示す概略斜視図である。
【図２】図１のＡ－Ａ概略断面図である。
【図３】他の本実施形態に係る円筒状成形体を示す概略断面図（図１のＡ－Ａ概略断面図
に相当）である。
【図４】円形電極の一例を示す概略平面図（Ａ）及び概略断面図（Ｂ）である。
【図５】本実施形態に係る円筒状成形体ユニットを示す概略斜視図である。
【図６】本実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。
【図７】他の実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、実施形態について図面を参照しつつ詳細に説明する。
【００２３】
（円筒状成形体）
　図１は、実施形態に係る円筒状成形体を示す概略斜視図である。図２は、図１のＡ－Ａ
概略断面図である。
【００２４】
　本実施形態に係る円筒状成形体１０（以下、無端ベルト１０と称する）は、図１及び図
２に示すように、例えば、無端状に形成され、例えば厚み３０μｍ以上８０μｍ以下の基
材層１２と、基材層１２の外周面に設けられた例えば厚み５μｍ以上７０μｍ以下の最外
層１１と、の積層体で構成されている。
　そして、最外層１１として、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む
層状の混合物の前記ポリイミド系樹脂粒子の溶融層又は軟化層（以下、単に「ポリイミド
樹脂層」と称することがある）を適用している。
　具体的には、最外層１１としてのポリイミド系樹脂層は、例えば、熱可塑性ポリイミド
系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液の塗膜（当該塗膜が熱可塑性ポ
リイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む混合物に相当）に対して、加熱処理を施す
ことで得られた層であることがよい。
　つまり、ポリイミド系樹脂層は、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを
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含む混合物を層状に形成し、加熱により熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子を溶融又軟化させ
た層である。
【００２５】
　本実施形態に係る無端ベルト１０では、ポリイミド系樹脂層で構成された最外層１１を
上記構成とすることで、最外層１１（つまり、ポリイミド系樹脂層）の局所的な割れが抑
制される。
　この理由は定かではないが、以下の理由によるものと推測される。
【００２６】
　従来、フッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層は、フッ素樹脂粒子を分散させたポリ
イミド系樹脂前駆体溶液の塗膜を加熱して得たり、溶融した熱可塑性ポリイミド系樹脂に
フッ素樹脂粒子を分散させたものを層状に形成して得たりしている。
【００２７】
　しかしながら、このような手法による、フッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層では
、層形成前のフッ素樹脂粒子の分散性が低い傾向にあり、得られるポリイミド系樹脂層中
にフッ素樹脂粒子が凝集や偏在して含まれることが多いと考えられる。フッ素樹脂粒子を
分散させたポリイミド系樹脂前駆体溶液からの加工の場合、ポリイミド樹脂前駆体のイミ
ド化反応に伴い、バインダーたるポリイミド系樹脂が剛直化し、また、ポリイミド系樹脂
の凝集力が増加するため加熱処理中に、フッ素樹脂粒子がバインダーから排斥されて凝集
が発生する。また。溶融した熱可塑性ポリイミド系樹脂にフッ素樹脂粒子を分散させての
加工の場合、熱可塑性ポリイミド樹脂の溶融粘度が高いため、フッ素樹脂粒子の十分な分
散ができない。
　そして、このような状態でフッ素樹脂粒子が含まれるポリイミド系樹脂層に対して、例
えば、曲げや伸び機械的負荷が掛けられると、ポリイミド系樹脂とフッ素樹脂粒子との濡
れ性の違いのためか、フッ素樹脂粒子の凝集存在個所、並びにフッ素樹脂凝集体とポリイ
ミド系樹脂との界面部に応力が集中して、局所的な割れが生じ易くなるものと考えられる
。
【００２８】
　これに対して、本実施形態の如く、ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを混合し
た状態（混合物）では、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子同士やフッ素樹脂粒子同士が凝集
し難く、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが互いに混ざり合った状態を
作り出せると考えられる。
　そして、このような互いの粒子が混ざり合った状態を作り出すには、例えば、熱可塑性
ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子と溶媒に分散させることがよいと考えられる。こ
れは、フッ素樹脂粒子を分散させたポリイミド系樹脂前駆体溶液からの加工の際に見られ
るポリイミド樹脂前駆体のイミド反応を伴わないため、フッ素樹脂粒子の凝集が少なくな
り、また、先に示したフッ素樹脂粒子を分散させたポリイミド系樹脂前駆体溶液からの加
工や、溶融した熱可塑性ポリイミド系樹脂にフッ素樹脂粒子を分散して加工する場合に比
べて、分散物の粘度が低いため、容易に分散できるためと考えられるからである。
【００２９】
　このポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを混合した状態（混合物）、つまり互い
の粒子が混ざり合った状態で、ポリイミド系樹脂粒子を溶融すると、具体的には、例えば
、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液の塗膜に
対して、加熱を行うと、フッ素樹脂粒子が凝集や偏在が抑制された状態でポリイミド系樹
脂層に含まれることになると考えられる。
　即ち、ポリイミド系樹脂層中に、フッ素樹脂粒子が均一に分散して含まれ易くなると考
えられる。
【００３０】
　このため、本実施形態に係る無端ベルト１０では、ポリイミド系樹脂層で構成された最
外層１１（ポリイミド系樹脂層の一例）の局所的な割れが抑制されると考えられる。
　つまり、本実施形態に係る無端ベルト１０では、曲げや伸び等の機械的負荷に対して、
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最外層１１の局所的な割れが抑制されることから、例えば、画像形成装置用部材として有
用である。
　そして、当該画像形成装置用部材を備えた画像形成装置では、最外層１１（ポリイミド
系樹脂層の一例）の局所的な割れに起因する画像欠陥が抑制される。
【００３１】
　以下、本実施形態に係る無端ベルト１０の構成材料や特性について詳細に説明する。
【００３２】
　まず、最外層１１について説明する。
　最外層１１は、例えば、フッ素樹脂粒子を含んで構成されたポリイミド系樹脂層であっ
て、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とを含む混合物のポリイミド系樹脂
層である。
　具体的には、最外層１１としてのポリイミド系樹脂層は、例えば、熱可塑性ポリイミド
系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液の塗膜に対して、加熱処理を施
すことで得られた層である。
【００３３】
　最外層１１としてのポリイミド系樹脂層には、無端ベルト１０の用途に応じて（例えば
中間転写体[中間転写ベルト]や、搬送転写体[搬送転写ベルト]等の転写ベルトに適用する
場合）、導電材料を含んで構成される。
　この場合、例えば、最外層１１としてのポリイミド系樹脂層は、例えば、熱可塑性ポリ
イミド系樹脂粒子とフッ素樹脂粒子とが溶媒中に分散された溶液であって、導電材料も溶
媒に分散又は溶解された溶液の塗膜に対して、加熱処理を施すことで得られた層である。
【００３４】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子について説明する。
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子を構成する熱可塑性ポリイミド樹脂とは、例えば、加熱
により溶融成形可能な樹脂であって、イミド環構造の繰り返し単位を有する重合体である
。熱可塑性ポリイミド系樹脂の熱的特性に関しては、加工上の観点より、融解し得る溶融
温度又は軟化温度を持ち、溶融温度又は軟化温度が熱分解温度よりも低いことがよい。
【００３５】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂として具体的には、例えば、熱可塑性ポリイミド樹脂、熱可
塑性ポリアミドイミド樹脂、熱可塑性ポリエーテルイミド樹脂、熱可塑性ポリエステルイ
ミド樹脂が挙げられる。
【００３６】
　熱可塑性ポリイミド樹脂は、例えば、ジアミン化合物とテトラカルボン酸二無水物とを
脱水縮重合して得られるポリアミック酸から、さらに脱水イミド化反応を行う２段階にて
製造、又は、ジイソシナネートとテトラカルボン酸二無水物二無水物とを重合して１段階
にて製造されるものである。
【００３７】
　熱可塑性ポリアミドイミドは、例えば、ジアミン化合物とトリメリット酸とを脱水縮重
合して得られるポリアミド酸から、さらに脱水イミド化反応を行う２段階にて製造、又は
、トリメリット酸二無水物とジイソシアネート化合物とを重合して１段階にて製造される
ものである。
【００３８】
　熱可塑性ポリエーテルイミドは、例えば、エーテル構造を含むジアミン化合物とテトラ
カルボン酸二無水物とを脱水縮合、若しくはジアミン化合物とエーテル構造を含むテトラ
カルボン酸二無水物とを脱水縮重合して得られるポリアミド酸から、さらに脱水イミド化
反応を行う２段階にて製造、又は、エーテル構造を含むジイソシアネート化合物とテトラ
カルボン酸二無水物とを重合、若しくはジイソシアネート化合物とエーテル構造を含むテ
トラカルボン酸二無水物とを重合して１段階にて製造されるものである。
【００３９】
　熱可塑性ポリエステルイミドは、例えば、エステル構造を含むジアミン化合物とテトラ
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カルボン酸二無水物とを脱水重合、若しくはジアミン化合物とエステル構造を含むテトラ
カルボン酸二無水物とを脱水縮重合して得られるポリアミド酸から、さらに脱水イミド化
反応を行う２段階にて製造、又は、エステル構造を含むジイソシアネート化合物とテトラ
カルボン酸二無水物と重合、若しくはジイソシアネート化合物とエステル構造を含むテト
ラカルボン酸二無水物とを重合して１段階にて製造されるものが挙げられる。
【００４０】
　これら熱可塑性ポリイミド系樹脂を製造するための単量体は、周知のものが適用され得
る。
【００４１】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子の溶融温度又は軟化温度は、例えば１５０℃以上４５０
℃以下であることがよく、望ましくは２００℃以上４００℃以下、より望ましくは２５０
℃以上３８０℃以下である。
　ここで、溶融温度は、融点（Ｔｍ）で代表される結晶質樹脂部が溶融する温度で求めら
れる値である。
　また、軟化温度は所謂ガラス転移温度（Ｔｇ）で示される　非晶質樹脂部の溶融する温
度で求められる値である。
【００４２】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子は、粒子状であれば、球状、繊維状、不定形状のいずれ
であってもよい。
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子の体積平均粒径は、例えば、０．２μｍ以上２ｍｍ以下
であることがよく、望ましくは　０．５μｍ以上１ｍｍ以下であり、より望ましくは　１
μｍ以上１００μｍ以下である。係る体積平均粒径となるように、大きな粒径の熱可塑性
樹脂は粉砕して用いられる。
　体積平均粒径を上記範囲とすると、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子同士で凝集し難く、
フッ素樹脂粒子と混ざり易くなり、また、ポリイミド系樹脂層の厚みに対して小さく、粒
子が存在することによる部分的な強度不良（つまり、粒子の存在により部分的に樹脂の存
在率が低くなることによる部分的な強度不良）が抑制され、結果、ポリイミド系樹脂層の
局所的な割れが抑制され易くなる。
　なお、体積平均粒径は、レーザ回折/散乱式粒子径分布測定、動的光散乱法等の方法に
て測定される。
【００４３】
　熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子の含有量（つまり、ポリイミド系樹脂層においての熱可
塑性ポリイミド系樹脂の含有量）は、例えば、層を構成する成分全体に対して５質量％以
上９０質量％以下であることがよく、望ましくは２０質量％以上８０質量％以下であり、
より望ましくは３０質量％以上７０質量％以下である。
　ポリイミド系樹脂粒子は、１種単独で用いてもよいし、２種以上併用してもよい。
【００４４】
　ここで、ポリイミド系樹脂粒子以外にも、他の樹脂粒子を併用してもよい。他の樹脂粒
子としては、例えば、ポリアミド樹脂粒子、ポリエーテルエーテルエステル樹脂粒子、ポ
リアリレート樹脂粒子、ポリエステル樹脂粒子、補強材を添加してなるポリエステル樹脂
粒子などが挙げられる。
【００４５】
　フッ素樹脂粒子について説明する。
　フッ素樹脂粒子を構成するフッ素樹脂としては、例えば、完全フッ素化樹脂、部分フッ
素化樹脂、フッ素化樹脂共重合体等が挙げられる。
　完全フッ素化樹脂としては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン（四フッ素化樹脂、
略号：ＰＴＦＥ）等が挙げられる。
　部分フッ素化樹脂としては、ポリクロロトリフルオロエチレン（三フッ素化樹脂、略号
：ＰＣＴＦＥ，ＣＴＦＥ）、ポリフッ化ビニリデン（略号：ＰＶＤＦ）、ポリフッ化ビニ
ル（略号：ＰＶＦ）等が挙げられる。
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　フッ素化樹脂共重合体としては、ペルフルオロアルコキシフッ素樹脂（略号：ＰＦＡ）
、四フッ化エチレン・六フッ化プロピレン共重合体（略号：ＦＥＰ）、エチレン・四フッ
化エチレン共重合体（略号：ＥＴＦＥ）、エチレン・クロロトリフルオロエチレン共重合
体（略号：ＥＣＴＦＥ）、ポリテトラフルオロエチレン（四フッ素化樹脂、略号：ＰＴＦ
Ｅ）等が挙げられる。
【００４６】
　フッ素樹脂粒子は、粒子状であれば、球状、繊維状、不定形状のいずれであってもよい
。
　フッ素樹脂粒子の体積平均粒径は、例えば、０．５μｍ以上７０μｍ以下であることが
よく、望ましくは１μｍ以上５０μｍ以下であり、より望ましくは２μｍ以上２０μｍ以
下である。
　体積平均粒径を上記範囲とすると、フッ素樹脂粒子同士で凝集し難く、熱可塑性ポリイ
ミド系樹脂粒子と混ざり易くなり、また、ポリイミド系樹脂層の厚みに対して小さく、粒
子が存在することによる部分的な強度不良（つまり、粒子の存在により部分的に樹脂の存
在率が低くなることによる部分的な強度不良）が抑制され、結果、ポリイミド系樹脂層の
局所的な割れが抑制され易くなる。
　なお、体積平均粒径は、レーザ回折/散乱式粒子径分布測定、動的光散乱法、などの方
法にて測定される。
【００４７】
　フッ素樹脂粒子の含有量（つまり、ポリイミド系樹脂層においてのフッ素樹脂の含有量
）は、例えば、層を構成する成分全体に対して１０質量％以上９５質量％以下であること
がよく、望ましくは２０質量％以上８０質量％以下であり、より望ましくは３０質量％以
上７０質量％　以下である。
　フッ素樹脂粒子は、１種単独で用いてもよいし、２種以上併用してもよい。
【００４８】
　導電材料について説明する。
　導電材料としては、導電性（例えば体積抵抗率１０７Ω・ｃｍ未満、以下同様である）
もしくは半導電性（例えば体積抵抗率１０７Ω・ｃｍ以上１０１３Ω・ｃｍ以下、以下同
様である）のものが挙げられる。
　導電材料として具体的は、例えば、カーボンブラック（例えばケッチエンブラック、ア
セチレンブラック、表面が酸化処理されたカーボンブラック等）、金属（例えばアルミニ
ウムやニッケル等）、酸化金属化合物（例えば酸化イットリウム、酸化錫等）、イオン導
電性物質（例えばチタン酸カリウム、ＬｉＣｌ等）、導電性高分子（例えばポリアニリン
、ポリピロール、ポリサルフォン、ポリアセチレンなど）等が挙げられる。
【００４９】
　導電材料は、その使用目的により選択されるが、電気抵抗の経時での安定性や、転写電
圧による電界集中を抑制する電界依存性の観点から、ｐＨ５以下（望ましくはｐＨ４．５
以下であり、より望ましくはｐＨ４．０以下）の酸化処理カーボンブラック（例えば表面
にカルボキシル基、キノン基、ラクトン基、水酸基等を付与して得られたカーボンブラッ
ク）がよく、電気的耐久性付与の観点から、導電性高分子（例えばポリアニリン等）がよ
い。
【００５０】
　なお、導電材料がカーボンブラック等の粒子状の場合、その一次粒径が１０μｍ未満、
望ましくは１μｍ以下の粒子であることがよい。
【００５１】
　導電材料の含有量は、例えば、層を構成する成分全体に対して１質量％以上５０質量％
以下であることがよく、望ましくは２質量％以上４０質量％以下より望ましくは４質量％
以上３０質量％以下である。
　導電材料は、１種単独で用いてもよいし、２種以上併用してもよい。
【００５２】
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　次に、基材層１２について説明する。
　基材層１２は、樹脂材料を含んで構成される。基材層１２も、無端ベルト１０の用途に
応じて（例えば中間転写体[中間転写ベルト]や、搬送転写体[搬送転写ベルト]等の転写ベ
ルトに適用する場合）、導電材料を含んで構成される。
【００５３】
　樹脂材料について説明する。
　樹脂材料としては、樹脂材料は、そのヤング率が、ベルト厚みによっても異なるが、望
ましくは、３５００ＭＰａ以上、より望ましくは４０００ＭＰａ以上であればよく、ベル
トとしての機械特性が満足される。樹脂としては、上記ヤング率を満たせば、制限はない
が、例えば、ポリイミド系樹脂（例えば、熱可塑性、又は熱硬化性のポリイミド樹脂、ポ
リアミドイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリエステルイミド樹脂）、ポリアミド
樹脂、ポリエーテルエーテルエステル樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエステル樹脂、補
強材を添加してなるポリエステル樹脂などが挙げられる。
【００５４】
　なお、ヤング率は、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に準じて引張試験を行い、得られ
た応力・歪曲線の初期ひずみ領域の曲線に接線を引き、その傾きにより求める。測定条件
としては、短冊状試験片（幅６ｍｍ、長さ１３０ｍｍ）、ダンベル１号、試験速度５００
ｍｍ／分、厚さはベルト本体の厚さの各設定で測定するものとする。
【００５５】
　上記樹脂材料の中でも、ポリイミド系樹脂が好適である。ポリイミド系樹脂（特にポリ
イミド樹脂）は、高ヤング率材料であることから、ベルト回転駆動時の変形が他の樹脂に
比べ少なくなる。そして、最外層１１がポリイミド系樹脂を含んで構成されることから、
最外層１１と接触する下層に相当する基材層１２もポリイミド系樹脂を含んで構成させる
ことで、最外層１１と下層となる基材層１２との密着性が向上すると考えられ、当該層間
の剥離が抑制される。
【００５６】
　導電材料について説明する。
　導電材料についても、最外層１１を構成する導電材料と同様なものが挙げられる。
【００５７】
　次に、本実施形態に係る無端ベルト１０の特性について説明する。
　本実施形態に係る無端ベルト１０は、周方向に屈曲半径５ｍｍにて１３５°の変形を加
えたとき、最外層１１（ポリイミド系樹脂層）に破損（割れ、折れ等）が発生しないこと
がよい。
【００５８】
　本実施形態に係る無端ベルト１０が中間転写体（中間転写ベルト）に適用される場合、
その外周面の表面抵抗率は、常用対数値で９（ＬｏｇΩ／□）以上１３（ＬｏｇΩ／□）
以下であることが望ましく、１０（ＬｏｇΩ／□）以上１２（ＬｏｇΩ／□）以下である
ことがより望ましい。表面抵抗率の常用対数値が１３（ＬｏｇΩ／□）を超えると、二次
転写時に記録媒体と中間転写体とが静電吸着し、記録媒体の剥離ができなくなる場合があ
る。一方、表面抵抗率の常用対数値が９（ＬｏｇΩ／□）未満であると、中間転写体に一
次転写されたトナー像の保持力が不足し画質の粒状性や像乱れが発生する場合がある。尚
、前記表面抵抗率の常用対数値は、導電材料の種類、及び導電材料の添加量により制御さ
れる。
【００５９】
　ここで、表面抵抗率の測定方法は、次の通り行う。円形電極（例えば、三菱油化（株）
製ハイレスターＩＰの「ＵＲプローブ」）を用い、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に従って測定する
。表面抵抗率の測定方法を、図を用いて説明する。図４は、円形電極の一例を示す概略平
面図（Ａ）及び概略断面図（Ｂ）である。図４に示す円形電極は、第一電圧印加電極Ａと
板状絶縁体Ｂとを備える。第一電圧印加電極Ａは、円柱状電極部Ｃと、該円柱状電極部Ｃ
の外径よりも大きい内径を有し、且つ円柱状電極部Ｃを一定の間隔で囲む円筒状のリング
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状電極部Ｄとを備える。第一電圧印加電極Ａにおける円柱状電極部Ｃ及びリング状電極部
Ｄと板状絶縁体Ｂとの間にベルトＴを挟持し、第一電圧印加電極Ａにおける円柱状電極部
Ｃとリング状電極部Ｄとの間に電圧Ｖ（Ｖ）を印加したときに流れる電流Ｉ（Ａ）を測定
し、下記式により、ベルトＴの転写面の表面抵抗率ρｓ（Ω／□）を算出する。ここで、
下記式中、ｄ（ｍｍ）は円柱状電極部Ｃの外径を示し、Ｄ（ｍｍ）はリング状電極部Ｄの
内径を示す。
　式：ρｓ＝π×（Ｄ＋ｄ）／（Ｄ－ｄ）×（Ｖ／Ｉ）
　なお、表面抵抗率は、円形電極（三菱油化（株）製ハイレスターＩＰのＵＲプローブ：
円柱状電極部Ｃの外径Φ１６ｍｍ、リング状電極部Ｄの内径Φ３０ｍｍ、外径Φ４０ｍｍ
）を用い、２２℃／５５％ＲＨ環境下、電圧５００Ｖ、１０秒印加後の電流値を求め算出
する。
【００６０】
　本実施形態に係る無端ベルト１０が中間転写体（中間転写ベルト）に適用される場合、
その全体の体積抵抗率は、常用対数値で８（ＬｏｇΩｃｍ）以上１３（ＬｏｇΩｃｍ）以
下であることが望ましい。前記体積抵抗率の常用対数値が８（ＬｏｇΩｃｍ）未満である
と、像保持体から中間転写体に転写された未定着トナー像の電荷を保持する静電的な力が
働きにくくなるため、トナー同士の静電的反発力や画像エッジのフリンジ電界の力によっ
て、画像の周囲にトナーが飛散してしまい、ノイズの大きい画像が形成される場合がある
。一方、前記体積抵抗率の常用対数値が１３（ＬｏｇΩｃｍ）を超えると、電荷の保持力
が大きいために、一次転写での転写電界で中間転写体表面が帯電するために除電機構が必
要となる場合がある。尚、前記体積抵抗率の常用対数値は、導電材料の種類、及び導電材
料の添加量により制御される。
【００６１】
　ここで、体積抵抗率の測定は、円形電極（例えば、三菱油化（株）製ハイレスターＩＰ
のＵＲプローブ）を用い、ＪＩＳ Ｋ６９１１に従って測定する。前記体積抵抗率の測定
方法を、図を用いて説明する。測定は表面抵抗率と同一の装置で測定する。但し、図４に
示す円形電極において、表面抵抗率測定時の板状絶縁体Ｂに代えて第二電圧印加電極Ｂ’
とを備える。そして、第一電圧印加電極Ａにおける円柱状電極部Ｃ及びリング状電極部Ｄ
と第二電圧印加電極Ｂ’との間にベルトＴを挟持し、第一電圧印加電極Ａにおける円柱状
電極部Ｃと第二電圧印加電極Ｂとの間に電圧Ｖ（Ｖ）を印加した時に流れる電流Ｉ（Ａ）
を測定し、下記式により、ベルトＴの体積抵抗率ρｖ（Ωｃｍ）を算出する。ここで、下
記式中、ｔは、ベルトＴの厚さを示す。
　式ρｖ＝１９．６×（Ｖ／Ｉ）×ｔ
　なお、体積抵抗率は、円形電極（三菱油化（株）製ハイレスターＩＰのＵＲプローブ：
円柱状電極部Ｃの外径Φ１６ｍｍ、リング状電極部Ｄの内径Φ３０ｍｍ、外径Φ４０ｍｍ
）を用い、２２℃／５５％ＲＨ環境下、電圧５００Ｖ、１０秒印加後の電流値を求め算出
する。
【００６２】
　また、上記式に示される１９．６は、抵抗率に変換するための電極係数であり、円柱状
電極部の外径ｄ（ｍｍ）、試料の厚さｔ（ｃｍ）より、πｄ２／４ｔとして算出される。
また、ベルトＴの厚さは、サンコー電子社製渦電流式膜厚計ＣＴＲ－１５００Ｅを使用し
測定する。
【００６３】
　以下、本実施形態に係る無端ベルト１０の製造方法について説明する。
　なお、無端ベルト１０として、基材層１２の樹脂材料としてポリイミド樹脂、基材層１
２及び最外層１１に導電材料としてカーボンブラックを含ませた形態の製造方法について
説明するが、これに限られるわけではない。
【００６４】
　まず、芯体を準備する。準備する芯体としては、円筒状金型等が挙げられる。芯体の素
材としては、例えば、アルミニウム、ステンレス、ニッケル等の金属が挙げられる。芯体
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の長さは、目的とする無端ベルト以上の長さが必要であるが、目的とする無端ベルトの長
さより、１０％以上４０％以下長いことが望ましい。
【００６５】
　次に、基材層形成用塗布液として、カーボンブラックを分散させたポリアミック酸溶液
を準備する。
　具体的には、例えば、有機極性溶媒中にテトラカルボン酸二無水物とジアミン化合物を
溶解させ、これにカーボンブラックを分散させた後、重合してカーボンブラックを分散さ
せたポリアミック酸溶液を準備する。
　この際、ポリアミック酸溶液における、モノマー濃度（溶媒中におけるテトラカルボン
酸二無水物とジアミン化合物の濃度）は種々の条件により設定されるが、５質量％以上３
０質量％以下が望ましい。また、重合反応温度は８０℃以下に設定することが望ましく、
特に望ましくは５℃以上５０℃以下であり、重合反応時間は５時間以上１０時間以下であ
る。
【００６６】
　次に、基材層形成用塗布液を芯材としての円筒状金型に塗布し、基材層形成用塗布液の
塗膜を形成する。
　塗布液の円筒状金型への塗布方法は、特に制限はなく、例えば、円筒状金型の外周面に
浸漬する方法や、円筒状金型の内周面に塗布する方法、軸を水平にして円筒状金型を回転
させながら、その外周面又は内周面にらせん状に塗布する方法や、円筒状金型の外周と特
定の間隔を有するダイを用い塗布する方法により塗布する方法等が挙げられる。
【００６７】
　次に、基材層形成用塗布液の塗膜を乾燥させ、基材層となる皮膜（乾燥したイミド化前
の塗膜）を形成する。乾燥条件は、例えば８０℃以上２００℃以下の温度で１０分間以上
６０分間以下がよく、温度が高いほど加熱時間は短くてよい。加熱の際、熱風を当てるこ
とも有効である。加熱時は、温度を段階的に上昇させたり、速度を変化させずに上昇させ
てもよい。芯体の軸方向を水平にして、芯体を５ｒｐｍ以上６０ｒｐｍ以下で回転させる
のがよい。乾燥後は芯体を垂直にしてもよい。
【００６８】
　次に、最外層形成用塗布液として、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子、フッ素樹脂粒子、
及びカーボンブラックを溶媒中に分散させた溶液（分散液）を準備する。
　具体的には、例えば、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子、フッ素樹脂粒子、カーボンブラ
ックを溶媒に添加し、攪拌処理を行って分散液を準備してもよく、予めそれぞれの粒子の
分散液を調製し、これら分散液を混合して準備してもよい。
【００６９】
　ここで、使用する溶媒としては、例えば、水、エーテル系溶媒（例えばジエチルエーテ
ル、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ジオキソラン等）、アルコール系溶媒（例えばメ
タノール、エタノール、ブタノール等）、セロソルブ系アルコール（例えばブチルセロソ
ルブ等）、エステル系溶媒（例えば酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル
エステル等）、ケトン系溶媒（例えばアセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン
等）等が挙げられる。
【００７０】
　また、各粒子を分散させるための分散剤を溶液（分散剤）中に添加してもよい。
　例えば、熱可塑性ポリイミド系樹脂粒子、及びカーボンブラック（粒子状の導電材料）
を分散させる分散剤としては、低分子量でも高分子量のものでもよく、またカチオン系、
アニオン系、非イオン系から選ばれるいずれの種類の分散剤が挙げられるが、特に、非イ
オン系高分子が望ましい。
　非イオン系高分子としては、ポリ（Ｎ－ビニル－２－ピロリドン）、ポリ（Ｎ，Ｎ’－
ジエチルアクリルアジド）、ポリ（Ｎ－ビニルホルムアミド）、ポリ（Ｎ－ビニルアセト
アミド）、ポリ（Ｎ－ビニルフタルアミド）、ポリ（Ｎ－ビニルコハク酸アミド）、ポリ
（Ｎ－ビニル尿素）、ポリ（Ｎ－ビニルピペリドン）、ポリ（Ｎ－ビニルカプロラクタム
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）、ポリ（Ｎ－ビニルオキサゾリン）等が挙げられ、単独又は複数の非イオン系高分子を
添加してもよい。
　本分散剤の添加量は、層を構成する成分全体に対して１００質量部に対して、例えば、
０．２質量部以上３質量部以下であることがよい。
【００７１】
　また、例えば、フッ素樹脂粒子を分散させるための分散剤としては、例えば、フッ素系
グラフトポリマーが挙げられる。
　フッ素系グラフトポリマーとしては、分子鎖の片方の末端に重合性の官能基を有するマ
クロモノマーと、フッ化アルキル基を有する重合性フッ素系モノマーと、の共重合体が挙
げられる。
　フッ素系グラフトポリマーとして具体的には、例えば、マクロマーとして、アクリル酸
エステル、メタクリル酸エステル、スチレン化合物等の重合体又はそれらの共重合体と、
フッ素系モノマーとして、パーフルオロアルキルエチルメタクリレート、パーフルオロア
ルキルメタクリレート等との、グラフト共重合体が挙げられる。
　マクロモノマーと重合性フッ素系モノマーとの重合比は、例えば、フッ素系グラフトポ
リマー中のフッ素含有量として１０質量％以上５０質量％以下（望ましくは１０質量％以
上４０質量％以下、より望ましくは１０質量％以上３０質量％以下）となる重合比である
ことがよい。
　フッ素系グラフトポリマーの分子量は、例えば、数平均分子量で５０００以上２０００
０以下であることよく、望ましくは５０００以上１７５００以下、より望ましくは５００
０以上１２０００以下である。
　フッ素系グラフトポリマーの量は、例えば、層を構成する成分全体に対して１００質量
部に対して、０．１質量部以上１０質量部以下であることがよい。
【００７２】
　次に、最外層形成用塗布液を形成した基材層となる皮膜上に塗布して、最外層形成用塗
布液の塗膜を形成する。
　塗布液の円筒状金型への塗布方法は、特に制限はなく、基材層形成用塗布液の塗布方法
と同様である。
【００７３】
　次に、最外層形成用塗布液の塗膜を乾燥させ、最外層となる皮膜（熱可塑性ポリイミド
系樹脂粒子、フッ素樹脂粒子、及びカーボンブラックの層状の混合物）を形成する。
【００７４】
　次に、基材層１２及び最外層１１となる皮膜に対して、加熱処理を行う。
　本加熱処理は、基材層１２となる皮膜のポリアミック酸がイミド化する条件（温度・時
間）、及び最外層１１となる皮膜のポリイミド系樹脂粒子が溶融又は軟化する条件（温度
・時間）で行う。通常は、基材層となる皮膜のポリアミック酸がイミド化反応が生じる条
件で行えば、最外層となる皮膜のポリイミド系樹脂粒子が溶融又は軟化する条件となる。
　そして、本加熱処理を行った後、皮膜を芯体から抜き取る。これにより、基材層１２及
び最外層１１の積層体である無端ベルト１０が得られる。
【００７５】
　ここで、イミド化する加熱条件としては、例えば２５０℃以上４５０℃以下（望ましく
は３００℃以上３５０℃以下）で、２０分間以上６０分間以下加熱することで、イミド化
反応が起こり、ポリイミド樹脂の皮膜が形成される。加熱反応の際、加熱の最終温度に達
する前に、温度を段階的、又は一定速度で徐々に上昇させて加熱することがよい。
【００７６】
　なお、基材層１２と最外層１１との密着性の観点から、基材層１２となる皮膜のポリア
ミック酸がイミド化する加熱処理と、最外層１１となる皮膜のポリイミド系樹脂粒子が溶
融又は軟化する加熱処理と、を同時に行うことからよいが、基材層１２となる皮膜に対し
てイミド化する加熱処理（焼成）を行って基材層１２を形成した後、最外層形成用塗布液
を塗布し、最外層１１を形成してもよい。
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【００７７】
　以上説明した本実施形態に係る無端ベルト１０は、基材層１２と最外層１１との２層構
成の積層体とし、最外層１１としてフッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層を適用した
形態について説明したが、これに限られず、フッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層の
単層構成であってもよく、フッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層を有する２層以上の
積層体であってもよい。具体的には、例えば、図３に示すように、基材層１２の内周面に
最内層１３を設け、最内層１３としてフッ素樹脂粒子を含むポリイミド系樹脂層を適用し
た形態（又は最外層１１を設けず、基材層１２の内周面に最内層１３を設けた形態）が挙
げられる。
　また、基材層１２を複数層としてもよく、基材層１２と最外層１１との間、基材層１２
と最内層１３との間に、中間層（例えば無端ベルト１０を電磁誘導加熱方式の加熱ベルト
として適用する場合、金属発熱層等）等を設けた形態であってもよい。
【００７８】
（円筒状成形体ユニット）
　図５は、本実施形態に係る円筒状成形体ユニットを示す概略斜視図である。
　本実施形態に係る円筒状成形体ユニット１３０（以下、無端ベルトユニットと称する）
は、図５に示すように、上記本実施形態に係る無端ベルト１０を備えており、例えば、無
端ベルト１０は対向して配置された駆動ロール１３１及び従動ロール１３２により張力が
かかった状態で掛け渡されている（以下、「張架」という場合がある。）。
　ここで、本実施形態に係る無端ベルトユニット１３０は、無端ベルト１０を中間転写体
として適用させる場合、無端ベルト１０を張架するロールとして、感光体（像保持体）表
面のトナー像を無端ベルト１０上に一次転写させるためのロールと、無端ベルト１０上に
転写されたトナー像をさらに記録媒体に二次転写させるためのロールが配置される。
　なお、無端ベルト１０を張架するロールの数は限定されず、使用態様に応じて配置すれ
ばよい。このような構成の無端ベルトユニット１３０は、装置に組み込まれて使用され、
駆動ロール１３１，従動ロール１３２の回転に伴って無端ベルト１０も張架した状態で回
転する。
【００７９】
（画像形成装置用部材）
　本実施形態に係る無端ベルトは、画像形成装置用部材（本実施形態に係る画像形成用部
材）として利用し得る。
　画像形成装置用部材としては、例えば、中間転写体（中間転写ベルト）、記録媒体搬送
転写部材（記録媒体搬送ベルト）、記録媒体搬送部材（記録媒体搬送ベルト）、定着部材
（定着ベルト：加熱ベルトや加圧ベルト）等が挙げられる。
　なお、本実施形態に係る無端ベルトは、画像形成装置用部材以外にも、例えば、搬送ベ
ルト、駆動ベルト、ラミネートベルト、電気絶縁材、配管被覆材、電磁波絶縁材、熱源絶
縁体、電磁波吸収フィルム等にも利用し得る。
【００８０】
（画像形成装置）
　本実施形態に係る画像形成装置は、本実施形態に係る無端ベルトで構成された画像形成
装置用部材（本実施形態に係る画像形成用部材）を備えて構成される。
　例えば、本実施形態に係る画像形成装置は、中間転写体（中間転写ベルト）、記録媒体
搬送転写部材（記録媒体搬送ベルト）、記録媒体搬送部材（記録媒体搬送ベルト）、定着
部材（定着ベルト：加熱ベルトや加圧ベルト）等の画像形成装置用部材として、本実施形
態に係る無端ベルト１０を備える。
【００８１】
　本実施形態に係る画像形成装置は、例えば、電子写真複写機、レーザービームプリンタ
ー、ファクシミリ、これらの複合装置といった電子写真方式の画像形成装置が挙げられ、
具体的には、例えば、現像装置内に単色のトナーのみを収容する通常のモノカラー画像形
成装置、像保持体上に保持されたトナー像を中間転写体に順次一次転写を繰り返すカラー
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画像形成装置、各色毎の現像装置を備えた複数の像保持体を中間転写体上に直列に配置し
たタンデム型カラー画像形成装置が挙げられる。
【００８２】
　本実施形態の画像形成装置の具体的構成としては、例えば、像保持体と、像保持体表面
を帯電する帯電手段と、像保持体表面を露光し静電潜像を形成する露光手段と、像保持体
表面に形成された静電潜像を現像剤にて現像し、トナー像を形成する現像手段と、像保持
体表面に形成されたトナー像を記録媒体に転写する転写手段と、記録媒体表面に転写され
たトナー像を定着する定着手段と、備えたものが挙げられ、必要に応じてその他公知の手
段を更に備えていてもよい。
【００８３】
　そして、本実施形態に係る画像形成装置としては、例えば、転写手段が中間転写体と像
保持体に形成されたトナー像を中間転写体に一次転写する一次転写手段と中間転写体に転
写されたトナー像を記録媒体に二次転写する二次転写手段とを備え、当該中間転写体とし
て上記本実施形態に係る無端ベルト１０を備える構成が挙げられる。
【００８４】
　また、本実施形態に係る画像形成装置としては、例えば、転写手段が記録媒体を搬送す
るための記録媒体搬送転写部材（記録媒体搬送転写ベルト）と像保持体に形成されたトナ
ー像を記録媒体搬送転写部材により搬送された記録媒体に転写するための転写手段とを備
え、当該記録媒体転写体として上記本実施形態に係る無端ベルトを備える構成が挙げられ
る。
【００８５】
　また、本実施形態に係る画像形成装置としては、例えば、定着手段として、互いに押圧
するように対向配置された一対の定着部材を少なくとも備え、一対の定着部材の少なくと
もいずれか一方の定着部材（定着ベルト：加熱ベルトや加圧ベルト）として上記本実施形
態に係る無端ベルトを備える構成が挙げられる。
【００８６】
　その他、本実施形態に係る画像形成装置としては、例えば、記録媒体収納容器から画像
形成部を経て装置外部へ、記録媒体を搬送する経路において配置される記録媒体搬送部材
を備え、記録媒体搬送部材として上記本実施形態に係る無端ベルトを備える構成も挙げら
れる。
【００８７】
　以下、本実施形態の画像形成装置の具体例を図面を用いてより詳細に説明する。
　なお、以下に示す具体例において、定着手段としては、一対の定着ロールを備えたもの
が用いられているが、少なくとも一方の定着ロールを定着ベルトに置き換え、当該定着ベ
ルトとして本実施形態に係る無端ベルトを備えたものでもよい。
【００８８】
　図６は、本実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。本画像形成装置は、
中間転写体（中間転写ベルト）として本実施形態に係る無端ベルトを用いている。
【００８９】
　図６に示す画像形成装置１００は、感光体（像保持体の一例）１０１Ｙ、１０１Ｍ、１
０１Ｃ、１０１ＢＫを備えており、矢線Ａ方向への回転に伴いその表面には周知の電子写
真プロセス（図示せず）によって画像情報に応じた静電潜像が形成される（なお、図６中
、帯電装置、露光装置およびクリーニング装置等は不図示）。
【００９０】
　そして、この感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫの周囲には、それぞれ
、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）及びブラック（ＢＫ）の各色に対応し
た現像装置１０５～１０８が配設されており、感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１
０１ＢＫに形成された静電潜像をそれぞれの現像装置１０５～１０８で現像してトナー像
が形成される。
　従って、例えば、感光体１０１Ｙに書き込まれた静電潜像はイエローの画像情報に対応
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したものであり、この静電潜像はイエロー（Ｙ）のトナーを内包する現像装置１０５で現
像され、感光体１０１Ｙ上にはイエローのトナー像が形成される。
【００９１】
　中間転写ベルト１０２は感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫの表面に接
触されるように配置されたベルト状の中間転写ベルトであり、背面ロール１１７及び支持
ロール１１８～１１９により張力を付与されつつ矢線Ｂ方向へ回転する。
【００９２】
　感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫに形成された未定着トナー像は、感
光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫと上記中間転写ベルト１０２とが接する
それぞれの一次転写位置で、順次感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫから
中間転写ベルト１０２の表面に各色のトナー像が重ね合わされて転写される。
【００９３】
　この一次転写位置において、中間転写ベルト１０２の裏面側には中間転写ベルト１０２
の不必要な領域へ転写電界が作用するのを抑制するための遮蔽部材１２１～１２４により
転写前接触領域への帯電を防止した一次転写装置１０９～１１２としてコロナ放電器が配
設されており、この帯電装置１０９～１１２にトナーの帯電極性と逆極性の電圧を印加す
ることで、感光体１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫ上の未定着トナー像は中間
転写ベルト１０２外周面に静電的に転写される。この一次転写装置１０９～１１２は、静
電力を利用したものであれば、コロナ放電器に限らず電圧が印加されたロールやブラシな
どでもよい。
【００９４】
　このようにして中間転写ベルト１０２に一次転写された未定着トナー像は、中間転写ベ
ルト１０２の回転に伴って記録媒体１０３の搬送経路に面した二次転写位置へと搬送され
る。二次転写位置では二次転写ロール１２０と中間転写ベルト１０２の裏面側に接してい
る背面ロール１１７とが中間転写ベルト１０２を挟んで配設されている。
【００９５】
　送りロール１２６によって給紙部１１３から搬出された記録媒体１０３は、この二次転
写ロール１２０と中間転写ベルト１０２との接触部に挿通される。この時、上記二次転写
ロール１２０と背面ロール１１７との接触部に電圧を印加しており、中間転写ベルト１０
２に保持された未定着トナー像は上記二次転写位置において記録媒体１０３に転写される
。
【００９６】
　そして、未定着トナー像が転写された記録媒体１０３は中間転写ベルト１０２から剥が
され、搬送ベルト１１５によって加熱ロール１２７と加圧ロール１２８とが対向して設け
られた定着装置の加熱ロール１２７と加圧ロール１２８との接触部に送り込まれて未定着
トナー像の定着処理がなされる。このとき、二次転写工程と定着工程とを同時に行う転写
同時定着工程の装置構成とすることも可能である。
【００９７】
　中間転写ベルト１０２は、クリーニング装置１１６が備えられている。このクリーニン
グ装置１１６は中間転写ベルト１０２と接離自在に配設されており、二次転写される迄、
中間転写ベルト１０２から離間している。
【００９８】
　図７は、他の本実施形態の画像形成装置を示す概略構成図である。本画像形成装置は、
記録媒体搬送部材（記録媒体搬送ベルト）として本実施形態に係る無端ベルトを適用した
形態である。
【００９９】
　図７に示す画像形成装置２００は、感光体、帯電装置、現像装置および感光体清掃部材
を備えた画像形成ユニット２００Ｙ、２００Ｍ、２００Ｃ、２００Ｂｋと、記録媒体搬送
転写ベルト２０６と、転写ロール２０７Ｙ、２０７Ｍ、２０７Ｃ、２０７Ｂｋと、記録媒
体搬送ロール２０８と、定着装置２０９とを備えている。
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【０１００】
　画像形成ユニット２００Ｙ、２００Ｍ、２００Ｃ、２００Ｂｋは、矢印Ａ方向（時計回
り方向）に回転する像保持体である感光体２０１Ｙ、２０１Ｍ、２０１Ｃ、２０１Ｂｋが
備えられている。感光体２０１Ｙ、２０１Ｍ、２０１Ｃ、２０１Ｂｋの周囲には、帯電装
置２０２Ｙ、２０２Ｍ、２０２Ｃ、２０２Ｂｋと、露光装置２０３Ｙ、２０３Ｍ、２０３
Ｃ、２０３Ｂｋと、各色現像装置（イエロー現像装置２０４Ｙ、マゼンタ現像装置２０４
Ｍ、シアン現像装置２０４Ｃ、ブラック現像装置２０４Ｂｋ）と、感光体クリーニング装
置２０５Ｙ、２０５Ｍ、２０５Ｃ、２０５Ｂｋとがそれぞれ配置されている。
【０１０１】
　画像形成ユニット２００Ｙ、２００Ｍ、２００Ｃ、２００Ｂｋは、記録媒体搬送転写ベ
ルト２０６に対して４つ並列に、画像形成ユニット２００Ｂｋ、２００Ｃ、２００Ｍ、２
００Ｙの順に配置されているが、画像形成ユニット２００Ｂｋ、２００Ｙ、２００Ｃ、２
００Ｍの順等、画像形成方法に合わせて順序を設定する。
【０１０２】
　記録媒体搬送転写ベルト２０６は、支持ロール２１０、２１１、２１２、２１３によっ
て、矢印Ｂ方向（反時計回り方向）に感光体２０１Ｂｋ、２０１Ｃ、２０１Ｍ、２０１Ｙ
と同じ周速度をもって回転可能になっており、支持ロール２１２、２１３の中間に位置す
るその一部が感光体２０１Ｂｋ、２０１Ｃ、２０１Ｍ、２０１Ｙとそれぞれ接するように
配置されている。記録媒体搬送転写ベルト２０６は、クリーニング装置２１４が備えられ
ている。
【０１０３】
　転写ロール２０７Ｂｋ、２０７Ｃ、２０７Ｍ、２０７Ｙは、記録媒体搬送転写ベルト２
０６の内側であって、記録媒体搬送転写ベルト２０６と感光体２０１Ｂｋ、２０１Ｃ、２
０１Ｍ、２０１Ｙとが接している部分に対向する位置にそれぞれ配置され、感光体２０１
Ｂｋ、２０１Ｃ、２０１Ｍ、２０１Ｙと、記録媒体搬送転写ベルト２０６を介してトナー
画像を記録媒体Ｐに転写する転写領域を形成している。
【０１０４】
　定着装置２０９は、記録媒体搬送転写ベルト２０６と感光体２０１Ｂｋ、２０１Ｃ、２
０１Ｍ、２０１Ｙとのそれぞれの転写領域を通過した後に搬送できるように配置されてい
る。
【０１０５】
　記録媒体搬送ロール２０８により、記録媒体Ｐは記録媒体搬送転写ベルト２０６に搬送
される。
【０１０６】
　画像形成ユニット２００Ｙにおいては、感光体２０１Ｙを回転駆動させる。これと連動
して帯電装置２０２Ｙが駆動し、感光体２０１Ｙの表面を所定の極性・電位に帯電させる
。表面が帯電された感光体２０１Ｙは、次に、露光装置２０３Ｙによって像様に露光され
、その表面に静電潜像が形成される。
【０１０７】
　続いて該静電潜像は、イエロー現像装置２０４Ｙによって現像される。すると、感光体
２０１Ｙの表面にトナー画像が形成される。なお、このときのトナーは一成分系のもので
もよいし二成分系のものでもよいが、ここでは二成分系トナーである。
【０１０８】
　このトナー画像は、感光体２０１Ｙと記録媒体搬送転写ベルト２０６との転写領域を通
過すると同じに、記録媒体Ｐが静電的に記録媒体搬送転写ベルト２０６に吸着して転写領
域まで搬送され、転写ロール２０７Ｙから印加される転写バイアスにより形成される電界
により、記録媒体Ｐの外周面に順次、転写される。
【０１０９】
　この後、感光体２０１Ｙ上に残存するトナーは、感光体クリーニング装置２０５Ｙによ
って清掃・除去される。そして、感光体２０１Ｙは、次の転写サイクルに供される。



(18) JP 2012-185393 A 2012.9.27

10

20

30

40

50

【０１１０】
　以上の転写サイクルは、画像形成ユニット２００Ｍ、２００Ｃ、２００Ｂｋでも同様に
行われる。
【０１１１】
　転写ロール２０７Ｂｋ、２０７Ｃ、２０７Ｍ、２０７Ｙによってトナー画像を転写され
た記録媒体Ｐは、さらに定着装置２０９に搬送され、定着が行われる。以上により記録媒
体上に所望の画像が形成される。
【０１１２】
　ここで、記録媒体としては、通常は、紙製の記録媒体（いわゆる用紙）や、プラスチッ
クフィルムで構成された記録媒体（いわゆるＯＨＰシート）などの比較的柔軟性の高い材
料で構成されたシート状の部材が用いられるが、比較的剛性の高い材料で構成された板状
の部材（例えば、厚みのあるプラスチック製のカードなど）も記録媒体として利用しても
よい。
【０１１３】
　なお、本実施形態に係る画像形成装置では、電子写真方式の画像形成装置について説明
したが、これに限られず、電子写真方式以外の公知の画像形成装置（例えば、用紙搬送用
の無端ベルトを備えたインクジェット記録装置など）であってもよい。
【実施例】
【０１１４】
　以下に、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に何ら限
定されるものではない。
【０１１５】
［調製例１：熱可塑性ポリイミド系樹脂塗布液（Ａ－１）の調製］
　熱可塑性ポリイミド樹脂として三井化学社製ＡＵＲＵＭ溶融成型ペレットを、Ｒｅｔｓ
ｃｈ社　製超遠心粉砕機ＺＭ２００を用いて、８０００ｒｐｍにて粉砕処理を行った。粉
砕後の熱可塑性ポリイミド樹脂粒子の体積平均粒径は、５０μｍであった。
　熱可塑性ポリイミド樹脂粒子２００ｇ、フッ素樹脂粒子としてＰＴＦＥ粒子（ダイキン
化成ルブロンＬ－２：体積平均粒径３μｍ）２００ｇ、及び導電材料としてカーボンブラ
ック（デグザ社製ＳＢ－４）８０gを、ポリリン酸ナトリウム１ｇを溶解させたイオン交
換水２００ｍｌ、イソプロピルアルコール２００ｍｌ中に徐々に加えながら混合した。こ
の溶液に対して、ハイフレクックスディスパーサー（株式会社エスエムテー社製）を用い
て、５００ｒｐｍ×１０分間分散処理を行って、熱可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－１
）を調整した。
【０１１６】
［調製例２：熱可塑性ポリアミドイミド樹脂塗布液（Ｂ－１）の調製］
　熱可塑性ポリアミドイミド樹脂として、ソルベイアドバンストポリマーズ社製トーロン
４２０３の溶融成型ペレットを、Ｒｅｔｓｃｈ社製超遠心粉砕機ＺＭ２００を用いて、８
０００ｒｐｍにて粉砕処理を行った。粉砕後の熱可塑性ポリイミド粒子の体積平均粒径は
、６０μｍであった。
　熱可塑性ポリアミドイミド粒子２００ｇ、フッ素樹脂粒子としてＰＴＦＥ粒子（ダイキ
ン化成ルブロンＬ－２：体積平均粒径３μｍ）２００ｇ、及び導電材料としてカーボンブ
ラック（デグザ社製ＳＢ－４）８０gを、ポリリン酸ナトリウム１ｇを溶解させたイオン
交換水２００ｍｌ、イソプロピルアルコール２００ｍｌ中に徐々に加えながら混合した。
この混合液に対して、ハイフレクックスディスパーサー（株式会社エスエムテー社製）を
用いて、５００ｒｐｍ×１０分間分散処理を行って、熱可塑性ポリアミドイミド樹脂塗布
液（Ｂ－１）を調整した。
【０１１７】
［調製例３：熱可塑性ポリエーテルイミド樹脂塗布液（Ｃ－１）の調製］
　熱可塑性ポリエーテルイミド樹脂として、ＧＥプラスチックス社製ＵＬＴＥＭの溶融成
型ペレットを、Ｒｅｔｓｃｈ社製超遠心粉砕機ＺＭ２００を用いて、８０００ｒｐｍにて
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粉砕処理を行った。粉砕後の熱可塑性ポリエーテルイミド粒子の体積平均粒径は、４０μ
ｍであった。
　熱可塑性ポリエーテルイミド樹脂粒子２００ｇ、フッ素樹脂としてＰＴＦＥ粒子（ダイ
キン化成ルブロンＬ－２：体積平均粒径３μｍ）２００ｇ、及び導電材料としてカーボン
ブラック（デグザ社製ＳＢ－４）８０gを、ポリリン酸ナトリウム１ｇを溶解させたイオ
ン交換水２００ｍｌ、イソプロピルアルコール２００ｍｌ中に徐々に加えながら混合した
。ハイフレクックスディスパーサーを用いて、５００ｒｐｍ×１０分間分散処理を行って
、熱可塑性ポリエーテルイミド樹脂塗布液（Ｃ－１）を調整した。
【０１１８】
［調製例４～７：熱可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－３～Ａ－６）の調製］
　調製例１において、ポリイミド系樹脂種、フッ素樹脂種、カーボンブラック、これらの
配合量（配合比）を表１～２に従って変更した以外は、調製例１と同様に処理を行い、熱
可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－３～Ａ－６）を調整した。
【０１１９】
［調整例８：熱可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－２）の調整］
　熱可塑性ポリイミド樹脂溶解溶液として、ＤＩＣ社製ポリイミドワニスユニディックＶ
８００４（固形分率２２質量％）３００ｇ（樹脂分量６６ｇ）中に、ＰＴＦＥ粒子（ダイ
キン化成ルブロンＬ－２：体積平均粒径３μｍ）６６ｇ、及び導電材料としてカーボンブ
ラック（デグザ社製ＳＢ－４）２６．６gを徐々に加えながら混合した。この溶液に対し
て、ハイフレクックスディスパーサー（株式会社エスエムテー社製）を用いて、５００ｒ
ｐｍ×１０分間分散処理を行って、熱可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－２）を調整した
。
【０１２０】
［調整例９：熱可塑性ポリアミドイミド樹脂塗布液（Ｂ－２）の調整］
　熱可塑性ポリアミドイミド樹脂溶解溶液として、東洋紡社製ポリアミドイミドワニスバ
イロマックスＨＲ１６ＮＮ（固形分率１４質量％）５００ｇ（樹脂分量７０ｇ）中に、フ
ッ素樹脂粒子としてＰＴＦＥ粒子（ダイキン化成ルブロンＬ－２：体積平均粒径３μｍ）
７０ｇ、及び導電材料としてカーボンブラック（デグザ社製ＳＢ－４）２８gを徐々に加
えながら混合した。この溶液に対して、ハイフレクックスディスパーサー（株式会社エス
エムテー社製）を用いて、５００ｒｐｍ×１０分間分散処理を行って、熱可塑性ポリイミ
ド樹脂塗布液（Ｂ－２）を調整した。
【０１２１】
［調製例１０～１３：熱可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－７～Ａ－１０）の調製］
　調製例１において、ポリイミド系樹脂種、フッ素樹脂種、カーボンブラック、これらの
配合量（配合比）を表１～２に従って変更した以外は、調製例１と同様に処理を行い、熱
可塑性ポリイミド樹脂塗布液（Ａ－７～Ａ－１０）を調整した。
【０１２２】
［調整例１４：熱硬化性ポリイミド樹脂塗布液（Ｇ－１）］
　熱硬化性ポリイミド樹脂（その前駆体溶液となるポリアミック酸溶液）として、宇部興
産社製ポリイミドワニス（商品名；Ｕ－ワニス－Ａ：固形分２０質量％）１０００ｇ（樹
脂固形分４００ｇ）中に、カーボンブラック１２０ｇを徐々に加えながら混合した。この
溶液に対して、ハイフレクックスディスパーサーを用いて、５００ｒｐｍ×１０分間分散
処理を行って、熱硬化性ポリイミド樹脂塗布液（Ｇ－１）を調整した。
【０１２３】
［調整例１５：熱硬化性ポリイミド樹脂塗布液（Ｇ－２）］
　熱硬化性ポリイミド樹脂（その前駆体溶液となるポリアミック酸溶液）として、宇部興
産社製ポリイミドワニス（商品名；Ｕ－ワニス－Ａ：固形分２０質量％）１０００ｇ（樹
脂固形分４００ｇ）中に、フッ素樹脂としてＰＴＦＥ粒子（ダイキン化成ルブロンＬ－２
：体積平均粒径３μｍ）２００ｇ、及びカーボンブラック４０ｇを徐々に加えながら混合
した。この溶液に対して、ハイフレクックスディスパーサーを用いて、５００ｒｐｍ×１
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０分間分散処理を行って、熱硬化性ポリイミド樹脂塗布液（Ｇ－２）を調整した。
【０１２４】
［実施例１：無端ベルト（ＳＴ－１）製造］
　外径９０ｍｍ、長さ４５０ｍｍのＳＵＳ材料製筒型金型を用意し、その外表面にシリコ
ーン系離型剤を塗布・乾燥処理を行った（離型剤処理）。離型剤処理を施した円筒型金型
を周方向に１０ｒｐｍの速度で回転させながら、円筒型金型端部より、基材層形成用塗布
液としての熱硬化性ポリイミド樹脂塗布液（Ｇ－１）を、口径１．０ｍｍディスペンサー
より吐出しながら、金型上に設置した金属ブレードにて一様の圧力で押し付けながら塗布
を行った。ディスペンサーユニットを円筒型金型の軸方向に１００ｍｍ／分の速度で移動
させることによって円筒型金型上に螺旋状に塗布液を塗布した。塗布後、ブレードを解除
して円筒状金型を２分間回転し続けレベリングを行った。
　その後、塗膜を形成した円筒状金型を乾燥炉中で１５０℃空気雰囲気下、１０ｒｐｍで
回転させながら、３０分乾燥処理を行った。乾燥後、塗膜より溶媒が揮発することで塗膜
は自己支持性を有するポリアミック酸の皮膜（基材層となる皮膜）と変化した。
【０１２５】
　乾燥処理後次いで、ポリアミック酸の皮膜を形成した円筒型金型を周方向に１０ｒｐｍ
の速度で回転させながら、円筒型金型端部より、最外層形成用塗布液としての熱可塑性ポ
リイミド系樹脂塗布液（Ａ－１）を、口径１．０ｍｍディスペンサーより吐出しながら、
金型上に設置した金属ブレードにて一様の圧力で押し付けながら塗布を行った。ディスペ
ンサーユニットを円筒型金型の軸方向に１００ｍｍ／分の速度で移動させることによって
円筒型金型上に螺旋状に塗布液を塗布した。塗布後、ブレードを解除して円筒状金型を２
分間回転し続けレベリングを行った。
　その後、ポリアミック酸の皮膜上に上記塗膜を形成した円筒状金型を乾燥炉中で１５０
℃空気雰囲気下、１０ｒｐｍで回転させながら、３０分乾燥処理を行った。これにより、
ポリアミック酸の皮膜上に、最外層となる皮膜（各粒子の層状の混合物）を形成した。
【０１２６】
　乾燥後、クリーンオーブン中で、２５０℃、３０分間加熱処理を行い、溶媒を留去する
と共に基材層となる皮膜（ポリアミック酸の皮膜）のイミド化反応を完了させると共に、
最外層となる皮膜中の熱可塑性ポリイミド樹脂粒子を溶融又は軟化させた。
　その後、金型を２５℃にして、金型から皮膜樹脂を取り外し、基材層と最外層とが積層
された目的の無端ベルト（ＳＴ－１）を得た。
【０１２７】
［実施例２～７，比較例１～７：無端ベルト（ＳＴ－２）～（ＳＴ－７）、（ＲＴ－１）
（ＲＥ－２）～（ＲＥ－７）の製造］
　使用する基材層形成用塗布液、及び最外層形成用塗布液を、表３～４に従って変更した
以外は、実施例１と同様にして無端ベルト（ＳＴ－２）～（ＳＴ－７）、（ＲＴ－１）（
ＲＥ－２）～（ＲＥ－７）を得た。
【０１２８】
［評価］
　各例で得られた無端ベルトにつき、以下の評価を行った。その結果を表３～４に示す。
【０１２９】
（表面性状）
　得られた無端ベルトの表面を、ボイドの有無、膜収縮の有無について目視にて観察した
。各評価は、下記基準により評価した。
－ボイド－
○：表面にボイドが発生していないもの
△：表面に１ｍｍ以下のボイド1～１０個が発生しているもの
×：表面に１ｍｍ以下のボイド1１個以上、もしくは、１ｍｍ以上のボイドが発生してい
るもの
－膜収縮－
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○：表面に膜収縮が発生していないもの
×：表面に膜収縮が発生しているもの
【０１３０】
（膜厚）
　得られた無端ベルトから試験片をランダムに１０箇所切りだし、フィルム厚み計を用い
て膜厚を測定した。無端ベルトで、基材層の表面に表面層を塗布しなかった端部の膜厚を
基材層膜厚とし、基材層表面に最外層を形成した部位の膜厚を総膜厚とした。最外層の膜
厚は、総膜厚より基材層膜厚を減じることで算出した。
【０１３１】
（耐磨耗性試験）
　耐磨耗性試験は、下記の方法によって求めた。作製した無端ベルトを１００ｍｍ角程度
に切り、その小片を瞬間接着剤で硝子版に固定した。この試料をスクラッチテスタＣＳＲ
－１０１（株式会社レスカ製）回転式試料台上にセットした。１０φプローブにナイロン
布を設置し、試料表面を２ｋｇ荷重、２００ｒｐｍで回転しながらこすった。２０００回
転後の磨耗量を、触針式膜厚計アルファステップ５００ＫＬＡテンコールにて未試験部分
との膜厚差により評価した。試験後の膜厚は５μｍ減じていたものの使用には問題ないレ
ベルであった。
【０１３２】
（耐折れ特性）
　得られた無端ベルトから切り出した１０片の試料を、ＭＩＴ試験機により引張り荷重１
．０ｋｇ、屈折角度１３５°の条件で１００回繰り返し折り曲げを行い、最外層の破壊の
起こった枚数にて評価した。
【０１３３】
（印字画質）
　富士ゼロックス社製ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅＣｏｌｏｒ２２２０改造機（プロセス速度：
２５０ｍｍ／ｓｅｃ、一次転写電流：３５μＡに改造）を使用し、得られた無端ベルトを
中間転写ベルトとして搭載して、高温高湿（２８℃８５％ＲＨ）及び低温低湿（１０℃１
５％ＲＨ）で、富士ゼロックス社製ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅＣｏｌｏｒ２２２０等のカラー
トナー（シアントナー、マゼンタトナー）を用い、Ｃｙａｎ、Ｍａｇｅｎｔａの５０％ハ
ーフトーンを富士ゼロックス社製Ｃ２紙に出力し、以下の規準で濃度ムラ及び斑点欠陥を
目視で以下の基準で評価した。
【０１３４】
－濃度ムラ－
　１０枚目の印字試料の印字部を３×３＝９等分に分割してそれぞれの色度を色彩色度計
ＣＲ－２１０（ミノルタ社製）を用いて測定して色度の最大と最小との差である色差ΔＥ
を求めた。「○」以上を合格とした。
◎：色差ΔＥが０．３未満である（濃度ムラが確認されない）。
○：色差ΔＥが０．３以上０．５未満である。
△：色差ΔＥが０．５以上１．０未満である。
×：色差ΔＥが１．０以上である。
【０１３５】
－斑点欠陥－
　１０枚目の印字試料における印字部内の斑点を目視観察し、以下の基準で評価した。「
○」以上を合格とした。
◎：０．５ｍｍ未満の大きさの斑点が１０個未満である。
○：０．５ｍｍ未満の大きさの斑点が１０個以上５０個未満発生した。
△：０．５ｍｍ未満の大きさの斑点が５０個以上１００個未満発生した。又は、０．５ｍ
ｍ以上１．０ｍｍ未満の大きさの斑点が５０個未満発生し、１．０ｍｍ以上の大きさの斑
点が発生しなかった。
×：０．５ｍｍ未満の大きさの斑点が１００個以上発生した。又は、０．５ｍｍ以上１．
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０ｍｍ未満の大きさの斑点が５０個以上発生した。又は、１．０ｍｍ以上の大きさの斑点
が１個以上発生した。
【０１３６】
（通紙テスト後のベルト性状）
　得られた無端ベルトにおける通紙テスト後のベルト性状として、通紙テスト後のベルト
破損の有無について、１０００枚の通紙テスト後（３０％ハーフトーン画像形成後）に測
定を行い、通紙前との比較を行った。
【０１３７】
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【表１】

【０１３８】
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【表２】

【０１３９】
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【表３】

【０１４０】
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【表４】

【０１４１】
　上記評価結果から、本実施例は、比較例に比べ、表面性状、耐磨耗性試験、耐折れ特性
、印字画質、通紙後のベルト性状の評価につき、良好な結果が得られたことがわかるにつ
き、良好な結果が得られた。



(27) JP 2012-185393 A 2012.9.27

10

20

30

【０１４２】
　なお、表１～３中のポリイミド系樹脂種、フッ素樹脂種の符号の詳細は以下の通りであ
る。
－ポリイミド系樹脂－
・ＰＩ－１：　三井化学社製ＡＵＲＵＭ　ＰＬ４５０Ｃ溶融成型ペレット（熱可塑性ポリ
イミド樹脂、溶融温度３８８℃：成型温度３９０－４２０℃）
・ＰＩ－２：　ＤＩＣ社製ポリイミドワニスユニディックＶ８００４（熱可塑性ポリイミ
ド樹脂）
・ＰＩ－３：宇部興産社製ポリイミドワニス（商品名；Ｕ－ワニス－Ａ：固形分２０％）
（熱硬化性ポリイミド樹脂）
・ＰＡＩ－１：　東洋紡社製ポリアミドイミドワニスバイロマックスＨＲ１６ＮＮ（熱可
塑性ポリアミドイミド樹脂）
・ＰＡＩ－２：　トーロン４２０５（熱可塑性ポリアミドイミド樹脂、溶融温度２９０℃
：成型温度３００-３７０℃）
・ＰＥＩ－１：　ＧＥプラスチックス社製ＵＬＴＥＭ１０００（熱可塑性ポリエーテルイ
ミド樹脂、溶融温度３５０－４００℃）
－フッ素樹脂－
・ＰＴＦＥ－１：　ルブロンＬ－２
【符号の説明】
【０１４３】
１０   円筒状成形体（無端ベルト）
１１   最外層
１２   基材層
１２   最内層
１００　　画像形成装置
１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１ＢＫ　　感光体
１０２　　中間転写ベルト
１０５～１０８　　現像器
２００　　画像形成装置
２００Ｙ、２００Ｍ、２００Ｃ、２００Ｂｋ　　画像形成ユニット
２０６　　記録媒体搬送転写ベルト
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